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第５表 組合員規模別取扱件数（新規係属分） 

区   分 R元 R2 R3 R4 R5 

50 人未満   － － － － － 

50 人～ 99 人 － － － － － 

100 人～199 人 － － － － － 

200 人～299 人 － － 1 － － 

300 人～499 人 － 1 － － － 

500 人～999 人 － － － － － 

1,000 人以上   － 1 － － － 

不 明 1 1 － － － 

計 1 3 1 － － 

（注） 組合員数は、当該争議に係る支部又は分会の組合員数で計上した。 

 

 

 

第６表 上部団体加盟系統別取扱件数（新規係属分） 

区   分 R元 R2 R3 R4 R5 

連    合 － － － － － 

全  労  連 1 2 － － － 

そ  の   他 － 1 － － － 

計 1 3 － － － 

（注） 上部団体への加盟系統については、本県レベルのもので区分し 

計上した。 
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第８表 調整事項別取扱件数（新規係属分） 

区       分 R元 R2 R3 R4 R5 

Ａ 組 合 承 認 ・ 組 合 活 動            － － － － － 

Ｂ 協約締結・改定・解釈・実施            － － － － － 

Ｃ 労 働 条 件 改 定            1 4 1 － － 

(1)賃 金           1 4 1 － － 

賃 上 げ         － － － － － 

一 時 金         － 1 － － － 

諸 手 当         － 1 － － － 

そ の 他 賃 金         1 2 － － － 

退職金、解雇手当、休業手当 － － 1 － － 

(2)賃金以外の労働条件           － － － － － 

労働時間、休日休暇 － － － － － 

作 業 方 法 の 変 更         － － － － － 

定 年 制         － － － － － 

そ の 他         － － － － － 

Ｄ 経 営 人 事            － 1 1 － － 

事業休廃止・縮小         － － － － － 

企業合併、営業譲渡 － － － － － 

人 員 整 理         － － － － － 

配 転         － 1 － － － 

解 雇         － － 1 － － 

そ の 他         － － － － － 

Ｅ 福 利 厚 生            － － － － － 

Ｆ 団 交 促 進            － － － － － 

Ｇ そ の 他            － 1 － － － 

計 1 6 2 － － 

新 規 係 属 事 件 数             1 3 1 － － 

1事件当たりの平均調整事項数 1.0 2.0 2.0 － － 

（注）１ 1事件に 2つ以上の調整事項がある場合、それぞれ区分し計上したの

で、調整事件数とは一致しない。 

   ２ 調整事項が変更となった場合、変更後の調整事項により区分し計上

した。 
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第９表 終結区分別取扱件数 

年別 取扱 

件数 

（Ａ） 

解 決（Ｂ） 打切り

 

 

取下げ

 

（Ｃ）

不開始 

 

（Ｄ） 

翌年へ

の繰越 

（Ｅ） 

解決率

 

（％）
 

案提

示等 

自主

交渉

協約

締結

R元     2 － － 1 － －     1     － 100.0

R2 3 － －    － 2 1 － － 0.0

R3 1 1 －    － － － － － 100.0

R4 － － － － － － － － －

R5 － － － － － － － － －

計   6 1 －    1 2 1     1 －   50.0
 
（注）１ 「自主交渉」には、調整員の指名後において、事務局の事情聴取や 
    あっせん活動の影響を受けて、申請者が自主的な話合い等により解決し 
    たとして取り下げた場合が含まれる。 

   ２ 

    解決率（％）＝             ×100 

 

 

第１０表 所要日数別取扱件数 

区 分         R元 R2 R3 R4 R5 

  5日  未   満 － － － － － 

  5日  ～   9日 － － － － － 

 10日  ～  14日 － － － － － 

 15日  ～  19日 － － － － － 

 20日  ～  29日 － － － － － 

 30日  ～  49日 － － － － － 

 50日  ～  99日 － 2 1 － － 

100日  ～ 199日 － － － － － 

200 日  以   上 1 － － － － 

 計 1 2 1 － － 

延べ所要日数  （ 日 ） 244 143 71 － － 

1件当たりの平均所要日数 244.0 71.5 71.0 － － 

（注）１ 前年からの繰越分は終結年において計上した。 

   ２ 不開始、指名前取下げ及び翌年への繰越分を除く。 

  

Ｂ
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第１１表 調整回数別取扱件数 

区     分 R元 R2 R3 R4 R5 

0   回 － － － － －

1   回 － 1 1 － －

2   回 － － － － －

3      回 － 1 － － －

4   回 1 － － － －

5      回 － － － － －

6 回 以 上 － － － － －

計 1 2 1 － －

調整を開催した事件数 1 2 1 － －

 調整延べ開催数（ 回 ） 4 4 1 － －

調整を開催した事件の 

1件当たりの平均回数 
4.0 2.0 1.0 － －

（注）１ 前年からの繰越分は終結年において計上した。 

      ２ 不開始、指名前取下げ及び翌年への繰越分を除く。 

 

第１２表 新規係属事件における合同労組事件の係属状況 

（単位：件） 

年 別 全事件 合 同 労 組 事 件 
合同労組事件中 

駆込み訴え事件 

R元       1    1 (100.0％)    1 (100.0％)〔 100.0％〕

R2    3 3 (100.0％) 2 ( 66.7％)〔  66.7％〕

R3    1 1 (100.0％) 1 (100.0％)〔 100.0％〕

R4    － － (    －) － (     －)〔      －〕

R5    － － (    －) － (     －)〔      －〕

（注）１ 「合同労組」とは、一定の地域で企業の枠を超え、中小企業の労働者 

    を主に組織し、個人加盟ができる組合のことをいう。（中央労働委員会 

    事務局「都道府県労働委員会状況報告要領」より） 

   ２ 「駆込み訴え事件」とは、労働者が調整事件となり得る状況が発生し

た後に合同労組に加入し、当該組合から当該事項を調整事項として申請

があった事件。（中央労働委員会事務局「都道府県労働委員会状況報告

要領」より） 

   ３ 合同労組事件中駆込み訴え事件欄の（ ）は新規係属事件数に占める割

合、〔 〕は合同労組事件数に占める割合である。 
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第９表 終結区分別取扱件数 

年別 

取扱 

件数 

（Ａ）

解 決（Ｂ） 

打切り

 

 

取下げ

 

（Ｃ）

不開始

 

（Ｄ）

翌年へ

の繰越 

（Ｅ） 

解決率

（％）

 

  
案提

示等 

自主

交渉

協約

締結
     

R元     2 － － 1 － －     1     － 100.0

R2 3 － －    － 2 1 － － 0.0

R3 1 1 －    － － － － － 100.0

R4 － － － － － － － － －

R5 － － － － － － － － －

計   6 1 －    1 2 1     1 －   50.0
 
（注）１ 「自主交渉」には、調整員の指名後において、事務局の事情聴取や 
    あっせん活動の影響を受けて、申請者が自主的な話合い等により解決し 
    たとして取り下げた場合が含まれる。 

   ２ 

    解決率（％）＝             ×100 

 

 

第１０表 所要日数別取扱件数 

区 分         R元 R2 R3 R4 R5 

  5日  未   満 － － － － － 

  5日  ～   9日 － － － － － 

 10日  ～  14日 － － － － － 

 15日  ～  19日 － － － － － 

 20日  ～  29日 － － － － － 

 30日  ～  49日 － － － － － 

 50日  ～  99日 － 2 1 － － 

100日  ～ 199日 － － － － － 

200 日  以   上 1 － － － － 

 計 1 2 1 － － 

延べ所要日数  （ 日 ） 244 143 71 － － 

1件当たりの平均所要日数 244.0 71.5 71.0 － － 

（注）１ 前年からの繰越分は終結年において計上した。 

   ２ 不開始、指名前取下げ及び翌年への繰越分を除く。 
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第１１表 調整回数別取扱件数 

区     分 R元 R2 R3 R4 R5 

0   回 － － － － －

1   回 － 1 1 － －

2   回 － － － － －

3      回 － 1 － － －

4   回 1 － － － －

5      回 － － － － －

6 回 以 上 － － － － －

計 1 2 1 － －

調整を開催した事件数 1 2 1 － －

 調整延べ開催数（ 回 ） 4 4 1 － －

調整を開催した事件の 

1件当たりの平均回数 
4.0 2.0 1.0 － －

（注）１ 前年からの繰越分は終結年において計上した。 

      ２ 不開始、指名前取下げ及び翌年への繰越分を除く。 

 

第１２表 新規係属事件における合同労組事件の係属状況 

（単位：件） 

年 別 全事件 合 同 労 組 事 件 
合同労組事件中 

駆込み訴え事件 

R元       1    1 (100.0％)    1 (100.0％)〔 100.0％〕

R2    3 3 (100.0％) 2 ( 66.7％)〔  66.7％〕

R3    1 1 (100.0％) 1 (100.0％)〔 100.0％〕

R4    － － (    －) － (     －)〔      －〕

R5    － － (    －) － (     －)〔      －〕

（注）１ 「合同労組」とは、一定の地域で企業の枠を超え、中小企業の労働者 

    を主に組織し、個人加盟ができる組合のことをいう。（中央労働委員会 

    事務局「都道府県労働委員会状況報告要領」より） 

   ２ 「駆込み訴え事件」とは、労働者が調整事件となり得る状況が発生し

た後に合同労組に加入し、当該組合から当該事項を調整事項として申請

があった事件。（中央労働委員会事務局「都道府県労働委員会状況報告

要領」より） 

   ３ 合同労組事件中駆込み訴え事件欄の（ ）は新規係属事件数に占める割

合、〔 〕は合同労組事件数に占める割合である。 
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